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（様式１）

1）事業の実施概要 （単位：千円）
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２）事業計画に記載した地域の復興における支障の解決に係る目標（注７）

基準年度 目標年度 確認年度

目標１ 男17.6％、女14.0％ H25 男16.0％、女13.5％ H27 男15.8％、女14.7％ H27
男113%
女-

B-1-1、B-1-2、◆B-1-2-1、A-1-
1、A-1-2、A-1-3、A-1-4、
A-1-5、A-1-6、A-1-7、A-1-8

目標値

事業名
（注２）

地区名
施設名

基幹/
効果促進

川俣子どもかけっこ応援事業
（川俣町体育館２階ギャラリー外周

床改修事業）

町内小学校遊具更新事業

町内幼稚園遊具更新事業

町内保育園遊具更新事業

川俣町
川俣町体育館

川俣町
福田小学校　他3校

川俣町
富田幼稚園　他3園

川俣町
すみよし保育園

基幹

基幹

基幹

基幹

実施後の値

1 B - 1 -

年度事業費（注５）
評価

実施時期（注６）
その他

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

定住緊急支援事業計画に基づく事業等の評価一覧
平成２７年１２月時点

No.
事業番号
（注１）

事業
実施
主体

全体事業費
（注３）

全体事業
期間
（注４）

2 A - 1 - 1

町 25 平成２７年１２月(12,915)

12,915

1

平成２７年１２月(21,384)

21,384

町 25～26

4 A - 1 - 3

町 25～26 (7,373)

7,373

23 A - 1 -

(4,212)

4,212

遊具の更新によって子どもたち
が安心して遊べる環境が整備さ
れ、遊具の利用が増加した結
果、男子の肥満傾向児減少は
目標を達成した。
女子の肥満傾向児減少目標未
達成について、当初の想定より
も事業効果の発現にかかる時間
を要したことが要因と考えてい
る。

従前値

指標 モニタリング方法
効果発現要因
（総合所見）

備考（注８）達成度 今後の対応

○イベント等を定期的に開催し、子ども達が運動に参加する
機会を提供する。
○施設利用者に対してだけではなく、広報誌やホームページ
等に掲載し、より広く周知を図る。
○肥満、運動不足解消のため、業間運動や教科体育の活用
により運動量を確保し、栄養士と連携した食育指導を実施し
ていく。また、職員への研修を通して外遊びの意識を向上さ
せる。
○肥満傾向のある児童生徒については、定期的に身体測定
を行い、食生活や運動等の生活習慣について個別指導を
行っていく。
○子ども遊び場・児童遊園の利用を、子育て世代だけでなく、
孫のいる高齢者世代にも孫と一緒に利用してもらえるよう、行
政区を通して紙面等で広く利用を呼び掛ける。
○川俣町体育館におけるスポーツ行事、おじまふるさと交流
館における体験活動、羽山の森美術館で実施されている放
課後子ども教室及び、小綱木公民館における講座・事業にお
いて、外遊びを取り入れ、児童等への積極的な呼びかけを行
い、遊具の活用を図る。
○放課後児童保育施設では、学年を越えたつながりもあるた
め、中高学年が低学年に遊具の遊び方を教え、一緒に遊ぶ
ことで更なる体力の向上につながるよう、指導員などに働き
かけていく。
○目標達成に向け、今後もフォローアップを行う。

7 A - 1

町内小学校における肥満児童の割合 身体測定

平成２７年１２月

平成２７年１２月

6 A - 1 - 5 川俣町町営住宅遊具更新事業
川俣町

賤ノ田団地　他3団地
基幹 町 25～26 平成２７年１２月(20,314)

21,233

町 25～26

- 6 地区公園遊具更新事業
川俣町

松ノ口こども遊び場　他1園
基幹 町 25～26 平成２７年１２月(7,020)

7,020

8 A - 1 - 7 川俣町体育館等遊具更新事業
川俣町

川俣町体育館　他3施設
基幹 町 25～26

9 B - 1 - 2
川俣町子どもの屋内運動場整備

事業
川俣町

川俣町子どもの屋内運動場
基幹 町 26 (57,177)

57,364

◆ B - 1 - 2 - 1
川俣町子どもの屋内運動場駐車

場等整備事業
川俣町

川俣町子どもの屋内運動場
効果促進 町 26

平成２７年１２月(26,802)

31,396

平成２７年１２月

平成２７年１２月(11,343)

11,788

5 A - 1 - 4 川俣中央公園遊具更新事業
川俣町

川俣中央公園
基幹 町 25～26 平成２７年１２月(9,064)

9,064

10

平成２７年１２月(7,992)

8,262

11 A - 1 - 8
放課後児童保育施設遊具更新事

業

川俣町
放課後児童保育施設わいわいクラ

ブ
基幹 町 26



目標2
男8項目中3項目
女8項目中4項目

H25 男女とも8項目中4項目 H27
男8項目中4項目
女8項目中3項目

H27
男100％

女-

B-1-1、B-1-2、◆B-1-2-1、A-1-
1、A-1-2、A-1-3、A-1-4、
A-1-5、A-1-6、A-1-7、A-1-8

目標3 男5.7％、女0.0％ H25 男3.0％、女0.0％ H27 男7.5％、女0.0％ H27
男-

女100%

B-1-1、B-1-2、◆B-1-2-1、A-1-
1、A-1-2、A-1-3、A-1-4、
A-1-5、A-1-6、A-1-7、A-1-8

目標4

目標5

３）その他目標（２）に掲げたもの以外の目標）（注７）

基準年度 目標年度 確認年度

目標１ - H24 338人／月 H27 696人／月 H27 206% B-1-1

目標2 - H25 642人／月 H27 893人/月 H27 139% B-1-2、◆B-1-2-1

目標3 725人／月 H25 800人／月 H27 818人／月 H27 124% A-1-8

目標4

目標5

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は定住緊急支援事業計画に記載された事業名を記載する。

（注３）「全体事業費」は、「全体事業期間」を通じての全ての事業費と交付対象事業費をそれぞれ記載する（交付対象事業費は（）で記載）。

（注４）「全体事業期間」は、事業着手年度から全ての事業内容が完了する年度までを記載する。

（注５）「年度事業費」は、事業着手から事業完了年度までの各年度の交付対象事業費と全ての事業費をそれぞれ記載する（交付対象事業費は（）で記載）。

（注６）「評価実施時期」は、定住緊急支援事業計画に基づく事業等が完了した日の属する年度の翌年度の12月末日までの実施した時期を記載する。

（注７）２)には定住緊急支援計画上記載した内容を、３）には定住緊急支援計画上全く記載をしていないものの、今回の整備により期待される効果があれば記載する。

なお、A-1,B-1,2,C-1事業については、子どもたちが十分に運動する機会の確保の観点、C-2,C-3については子育て世帯の定住に資する観点から、維持管理や運営の視点、ソフト事業との相乗効果などの面も含め目標を記載する。

（注８）「備考」の欄には、当該目標の評価対象となる事業番号を記載する。

指標

従前値 目標値 実施後の値

モニタリング方法
効果発現要因
（総合所見）

備考（注８）

川俣町体育館２階ギャラリーランニングコース利
用者数

川俣町体育館利用簿

本事業により子どもも長時間走
れるように改修したことで、ラン
ニングを楽しむ方の利用が増加
してきた。また、各スポーツ少年
団や部活動、スポーツクラブの
子どもたちの利用が増加してい
る

川俣町子どもの屋内運動場利用者数 川俣町子どもの屋内運動場利用簿

屋外での運動を自粛していた子
どもたちが、安心・安全に運動で
きる運動施設を整備、提供する
ことにより、子どもたちの運動機
会が確保され、多くの子どもたち
に利用されている。

達成度 今後の対応

・イベント等を定期的に開催し、子ども達が運動に参加する機
会を提供する。
・指導者を育成し、子ども達に走る楽しさを実感させ、運動能
力の向上につなげる。
・施設利用者に対してだけではなく、広報誌やホームページ
等に掲載し、より広く周知を図る。

・来館者から希望される遊具や遊びについて検討し、親子で
行う運動や遊びの教室を行うなどして、運動能力の回復及び
向上につながる環境整備を実施する。

運動能力の向上（町内小学生の「運動能力調査
結果」において全国平均を上回っている項目数）

運動能力調査

遊具の更新によって子どもたち
が安心して遊べる環境が整備さ
れ、遊具の利用が増加した結
果、男子の体力テスト結果が向
上し、目標を達成した。
女子の体力テスト結果目標未達
成について、当初の想定よりも
事業効果の発現にかかる時間
を要したことが要因と考えてい
る。

○学校開放によるグラウンドの使用等により、休日において
も一般住民が利用できる体制を整え、体を動かせる環境を提
供する。その際セキュリティ対策についても十分に配慮する。
○イベント等を定期的に開催し、子ども達が運動に参加する
機会を提供する。
○指導者を育成し、子ども達に走る楽しさを実感させ、運動
能力の向上につなげる。
○施設利用者に対してだけではなく、広報誌やホームページ
等に掲載し、より広く周知を図る。
○子どもたちが屋外で活動するためには、遊具更新のみなら
ず、草刈・剪定・放射線量の測定など、公園全体の原発事故
への不安払拭への対策が求められているため、公園環境の
整備に努め、本事業の周知を行うことにより、公園の利用者
増加につなげていきたい。
○目標達成に向け、今後もフォローアップを行う。

未就学児における肥満傾向児の割合 身体測定

屋内運動場の整備によって子ど
もたちが安心して遊べる環境が
整備され、遊具の利用が増加し
た結果、女子の肥満傾向児減少
は目標を達成した。
男子の肥満傾向児減少目標未
達成について、当初の想定より
も事業効果の発現にかかる時間
を要したことが要因と考えてい
る。

放課後児童保育施設（わいわいクラブ）利用者数 放課後児童保育施設（わいわいクラブ）利用者数

わいわいクラブは共働き等の理
由により保護者が放課後に保育
できない児童を対象とした施設
であり、中心市街地にあるため
利用しやすい環境にあり、目標
値は達成に至らないものの、児
童数が減少傾向の中利用者数
は増加している。

○子どもの屋内運動場の整備は原発事故による放射能対策
として早急に整備が求められたものであるが、育児サークル
等との話合いからは放射能に関係なく子育て支援策として継
続的な運営を求められている。また、来館者から希望される
遊具や遊びについて検討し、親子で行う運動や遊びの教室を
行うなどして、運動能力の回復及び向上につながる環境整備
を実施する。
○既存の建物を活用し改修のため、フロアが１階と２階に分
かれており、それぞれ設置してある遊具の特性上、利用対象
者を１階は乳幼児から未就学児、２階は４歳児から小学生と
制限し、それぞれの階で保護者同伴としている。そのため複
数の子どもを持つ親にとっては必ずしも利用しやすいとは言
い難い環境のため、今後はスタッフを活用するなどし、運用を
改善することで利用しやすい環境となるよう改善に努める。
○園庭開放によるグラウンドの使用等により休日においても
一般住民が利用できる体制を整え、体を動かせる環境を整え
る。その際セキュリティ対策についても十分に配慮する。
○幼稚園生活において、外遊びの時間を作るなど、園児への
積極的な呼びかけを行い、遊具の活用を図る。また、職員へ
の研修を通して外遊びの意識を向上させる。
○自由遊びで遊具を利用するだけでなく、保育士が遊具に対
しての知識を高めてもらい、より体力向上に効果的な遊び方
を園児に教えられるような体制を整えていく。
○引き続き、広報やHP、および、幼稚園、保育園を通じて就
学前児童に施設の周知と利用を呼び掛けていく。
○目標達成に向け、今後もフォローアップを行う。

・引き続き、広報やHP、および、幼稚園、保育園を通じて就学
前児童に施設の周知と利用を呼び掛けていく。



（様式２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　個別事業等実績評価シート 平成２７年１２月時点

福島県 交付期間 12,915千円

川俣町 実績評価実施時期 B-1-1

1）事業の実施概要

県名 平成25年度 交付対象事業費

市町村名 平成27年度 評価対象事業

事業計画に記載した地域の復興における支障を解決するための目標（注１）（注２）

○体育館２階の既存の走路であるコンクリート床にゴム製の床を張り、町内の子どもたち及び町内に避難している子どもたちに少しでもかけっこをできる機会を与える。
○体育館２階のランニングコース月間利用者数について、１０％増を目指す。

【区域全体図】 【事業詳細】
（１）事業概要
　既存の走路であるコンクリート床にゴム製の床材を張り、床にクッション性を持たせ、ランニング時の膝等への衝撃を和らげると
ともに、滑りにくい床にすることで安全性も向上させ子どもが長時間走れるように改修する。
　（施設整備内容）　川俣町体育館2階ギャラリー外周床改修工事　整備面積　544㎡
（２）事業の実施状況
　（工事期間）平成25年8月26日～平成25年9月30日
　（完成）平成25年9月　（供用時期）平成25年10月　（運営）川俣町　（月平均利用者数）平成25年度308人、平成27年度696人
　（利用状況）一般町民の他、各スポーツ少年団や部活動、スポーツクラブの子どもたちが利用。
（３）人口流出及びそれにより生じている地域の振興における支障との関係の評価年度時点での情報を記載
○町の人口（平成24年10月1日現住人口）14,860人　　○町の人口（平成27年11月1日現住人口）14,004人
○町外への避難者数（H24.10時点）　　山木屋地区446人（内18歳以下75人、自主避難165人（内18歳以下75人）
○町外への避難者数（H27.11時点）　　山木屋地区484人（内18歳以下62人）、自主避難225人（内18歳以下45人）
※山木屋地区避難者数は「避難者照会システム」、自主避難については「全国避難者情報システム」による。
　原発事故により、町内スポーツ施設である農村広場は応急仮設住宅が建設されており利用できない状況にある。通学路につい
ては各地域の住民による除染作業を実施し線量の低減化を図ったが、通学路に隣接する山や土手等の除染は行われていないた
め、屋外でのランニングやウォーキングに抵抗を感じる住民が多く、子どもたちの屋外での運動機会が減少し十分でない状態が続
いていたため、本事業にて屋内でのランニングやウォーキングに適した床環境の整備により、放射線への不安を解消し、屋内での
活動量を多く確保し、体力の低下・肥満傾向の拡大の改善を図った。しかしながら、身体測定によると、肥満傾向が続いている。町
内すべての小・中学校、幼稚園、保育園で平成23年から平成24年にかけて屋外での活動を制限していた影響と思われる。ただ
し、平成25年度本事業を実施した結果、肥満児童の割合、体力テストの結果において平均すると肥満傾向には歯止めがかかって
いると考える。事業実施から短期間であるため、今後も本事業にて整備した施設・遊具を活用し体力の向上に努めていきたい。

（４）その他（イベント開催時の写真）
　平成25年10月19日に、「元気いっぱい運動教室」を開催し、子どもはランニングを含めた運動テストとランニング方法の講義、大

（注１）様式１の２）に掲げた目標のうち、本様式に記載する事業に係るものを記載する。

（注２）様式１の２）に掲げた目標が複数の事業等を一体的に実施することで達成されると想定される場合、関連する事業等を総括した全体評価による記載も可とする。

効果、変化を踏まえた今後の方策（改善策を含む）（注２）

○イベント等を定期的に開催し、子ども達が運動に参加する機会を提供する。
○指導者を育成し、子ども達に走る楽しさを実感させ、運動能力の向上につなげる。
○施設利用者に対してだけではなく、広報誌やホームページ等に掲載し、より広く周知を図る。

　平成25年10月19日に、「元気いっぱい運動教室」を開催し、子どもはランニングを含めた運動テストとランニング方法の講義、大
人は体内年齢等の測定と健康教室・ランニング方法の講義を実施した。
【元気いっぱい運動教室開催時写真】

事業計画推進による効果・変化（注２）

○身体測定の結果、町内小学校における肥満児童の割合を平成25年度と平成27年度で比較したところ、男児17.6％から15.8％と若干減少しているものの女児は14.0％から14.7％に増加した。運動能力調査の結果、8項目中全国平均を上回る項目がいくつあ
るか平成25年度と平成27年度で比較をしたところ、男児は3項目から4項目に、女児は4項目から3項目のため、平均すると肥満傾向には歯止めがかかっていると考える。
○施設管理者からのヒアリングによると、スポーツ少年団、学校の部活動、スポーツクラブを中心として、利用者が約2倍に増加している。また、改修前から利用している利用者からも、ゴム製の床になったため長時間のランニングも可能になったとの声が多数
あがっている。
○利用者数集計データによると、月平均利用者数が平成25年度308人から平成27年度696人と大幅に増加している。



（様式２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　個別事業等実績評価シート 平成２７年１２月時点

福島県 交付期間 68,520千円

川俣町 実績評価実施時期 B-1-2、◆B-1-2-1

1）事業の実施概要

県名 平成26年度 交付対象事業費

市町村名 平成27年度 評価対象事業

事業計画に記載した地域の復興における支障を解決するための目標（注１）（注２）

○原子力災害による放射能への不安から、屋外での運動を自粛もしくは制限されている当町の子どもたちが、安心・安全に運動できる運動施設を整備、提供することにより、子どもたちの運動機会を確保し、運動能力の回復と体力低下及び肥満傾向の改善
を図る。
○子どもの屋内運動場を整備するが、利用者が当町全域にわたることから、車での来場者が想定されるので、施設敷地内に駐車場を整備する。また、子どもの屋内運動場は、既存建物を改造して整備するが、建物の外回りに植栽されている樹木が採光を
【区域全体図】 【事業詳細】

（１）事業概要
　当町所有の既存建物を屋内運動場に改修することにより、速やかに子どもたちの運動の場として整備する。具体的には、エアー
トラック、クライミングウォールの可動式遊具を備えるほか、ドッジボール、バドミントン、ミニ運動会、子ども会の集団ゲームイベン
ト等に利用する。
　また、利用者が当町全域にわたることから、車での来場者が想定されるので、効果促進事業として施設敷地内に駐車場を整備
する。
○施設整備内容　 構造：鉄骨造2階建　　　　　　　　　　　　　　○駐車場等整備の概要
　　　　　　　1階　幼児運動室　　面積　286.10㎡　　　　　　　　　 　　　　駐車場　 　　　　面積　約580㎡(18台分)
　　　　　　　2階　児童運動室　　面積　252.49㎡　計　538.59㎡　　　　樹木の撤去 　 面積 　約43㎡
（２）事業の実施状況
　屋内に面積約540㎡の遊具を備えた運動場を整備し、幼児から小学生までの子どもたちが安心して安全に遊べるような施設と
し、子どもたちの運動能力の回復や体力低下及び肥満傾向の改善が図られるような遊具を設置した。また、育児サークル等と連
携し施設の運営についての話し合いや来館者へのアンケート調査などを行い利活用の推進を図った。
　（工事期間）建物：平成26年5月24日～平成26年8月8日　駐車場：平成26年8月1日～平成26年10月31日　（建物完成）平成26年
8月
　（供用時期）平成26年9月　（運営）川俣町　　（月平均利用者数）平成26年度584人、平成27年度893人
　（利用状況）小学生以下の子どもたちが利用。
（３）人口流出及びそれにより生じている地域の振興における支障との関係の評価年度時点での情報を記載
○町の人口（平成24年10月1日現住人口）14,860人　　○町の人口（平成27年11月1日現住人口）14,004人
○町外への避難者数（H24.10時点）　　山木屋地区446人（内18歳以下75人）、自主避難165人（内18歳以下75人）
○町外への避難者数（H27.11時点）　　山木屋地区484人（内18歳以下62人）、自主避難225人（内18歳以下45人）
※山木屋地区避難者数は「避難者照会システム」、自主避難については「全国避難者情報システム」による。

（注１）様式１の２）に掲げた目標のうち、本様式に記載する事業に係るものを記載する。

（注２）様式１の２）に掲げた目標が複数の事業等を一体的に実施することで達成されると想定される場合、関連する事業等を総括した全体評価による記載も可とする。

効果、変化を踏まえた今後の方策（改善策を含む）（注２）

○子どもの屋内運動場の整備は原発事故による放射能対策として早急に整備が求められたものであるが、育児サークル等との話合いからは放射能に関係なく子育て支援策として継続的な運営を求められている。また、来館者から希望される遊具や遊びに
ついて検討し、親子で行う運動や遊びの教室を行うなどして、運動能力の回復及び向上につながる環境整備を実施する。
○既存の建物を活用し改修のため、フロアが1階と2階に分かれており、それぞれ設置してある遊具の特性上、利用対象者を1階は乳幼児から未就学児、2階は4歳児から小学生と制限し、それぞれの階で保護者同伴としている。そのため複数の子どもを持つ
親にとっては必ずしも利用しやすいとは言い難い環境のため、今後はスタッフを活用するなどし、運用を改善することで利用しやすい環境となるよう改善に努める。

　原発事故により、町内スポーツ施設である農村広場は応急仮設住宅が建設されており利用できない状況にある。保育園や小学
校等の除染作業を実施し線量の低減化を図ったが、屋外で子どもを遊ばせることに不安や抵抗を感じる保護者が多く、屋外での
運動機会が減少し十分でない状態が続いていたため、本事業にて屋内で安心・安全に運動できる運動施設を整備提供することに
より、屋内での活動量を多く確保し、体力の低下・肥満傾向の拡大の改善を図った。しかしながら、身体測定によると、肥満傾向が
続いている。町内すべての小・中学校、幼稚園、保育園で平成23年から平成24年にかけて屋外での活動を制限していた影響と思
われる。ただし、平成26年度本事業を実施した結果、肥満児童の割合、体力テストの結果において平均すると肥満傾向には歯止
めがかかっていると考える。事業実施から短期間であるため、今後も本事業にて整備した施設・遊具を活用し体力の向上に努め
ていきたい。
（４）その他（イベント開催時の写真）
　月に２回程度、うつくしまふくしま未来支援
センターの講師を迎えての運動遊び「わくわく
タイム」を実施した。
【わくわくタイム開催時写真】

事業計画推進による効果・変化（注２）

○身体測定の結果、未就学児童における肥満児童の割合を平成25年度と平成27年度で比較したところ、男児5.7％から7.5％、女児は0.0％で変わらず、肥満傾向が継続している。
○利用者数集計データによると、利用者数が平成26年度月平均584人から平成27年度893人と増加している。
○天候に左右されることなくさまざまな遊具が設置された屋内運動場を整備できたことで、子どもたちの運動する機会が確保され、運動能力の回復と体力低下及び肥満傾向の改善への働きかけが出来た。



（様式２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　個別事業等実績評価シート 平成２７年１２月時点

福島県 交付期間 21,384千円

川俣町 実績評価実施時期 A-1-1

1）事業の実施概要

事業計画に記載した地域の復興における支障を解決するための目標（注１）（注２）

○放射能汚染問題の不安から外での活動が制限されている子どもの運動機会減による体力の減少、肥満傾向の拡大の状況を受け、子どもの運動機会の確保のために遊具更新を行うことにより、充実した外遊び、体力増強と肥満傾向拡大の改善を目標と
する。

【区域全体図】 【事業詳細】
（１）事業概要
　放射能問題への不安払拭や安全・安心な運動機会の確保を図るため川俣町内小学校4校について、以下のとおり遊具を更新す
る。
【福田小学校】ブランコ、ジャングルジム、雲梯、高鉄棒、上り棒・つり輪、鉄棒の更新（撤去・新設）
【川俣小学校】二連式ブランコ、四連式ブランコ、高鉄棒、シーソーの更新（撤去・新設）
【川俣南小学校】四連式ブランコ、ジャングルジムの更新（撤去・新設）
【飯坂小学校】ジャングルジム、登り棒、雲梯の更新（撤去・新設）
（２）事業の実施状況
 　（工事期間）平成26年1月22日～平成26年6月30日　（完成）平成26年6月　（供用時期）平成26年7月　（運営）川俣町
　（利用状況）各小学校児童を中心に利用。就学時間内は、業間時間を有効に活用し、遊具運動の機会を図った。また、休日の時
は、校庭を開放し、一般住民が利用できる体制を整えた。
（３）人口流出及びそれにより生じている地域の振興における支障との関係の評価年度時点での情報を記載
○町の人口（平成24年10月1日現住人口）14,860人　　○町の人口（平成27年11月1日現住人口）14,004人
○町外への避難者数（H24.10時点）　　山木屋地区446人（内18歳以下75人）、自主避難165人（内18歳以下75人）
○町外への避難者数（H27.11時点）　　山木屋地区484人（内18歳以下62人）、自主避難225人（内18歳以下45人）
※山木屋地区避難者数は「避難者照会システム」、自主避難については「全国避難者情報システム」による。
　原発事故により、町内スポーツ施設である農村広場は応急仮設住宅が建設されており利用できない状況にある。各小学校の除
染作業を実施し線量の低減化を図ったが、震災前に設置された遊具で子どもを遊ばせることに不安や抵抗を感じる保護者が多
く、屋外での運動機会が減少し十分でない状態が続いていたため、本事業にて新たな遊具の設置により、直接遊具に手を触れる
不安を解消し、屋外での活動量を多く確保し、体力の低下・肥満傾向の拡大の改善を図った。しかしながら、身体測定によると、肥
満傾向が続いている。町内すべての小・中学校、幼稚園、保育園で平成23年から平成24年にかけて屋外での活動を制限していた
影響と思われる。ただし、平成25～26年度本事業を実施した結果、肥満児童の割合、体力テストの結果において平均すると肥満
傾向には歯止めがかかっていると考える。事業実施から短期間であるため、今後も本事業にて整備した施設・遊具を活用し体力

県名 平成25～26年度 交付対象事業費

市町村名 平成27年度 評価対象事業

（注１）様式１の２）に掲げた目標のうち、本様式に記載する事業に係るものを記載する。

（注２）様式１の２）に掲げた目標が複数の事業等を一体的に実施することで達成されると想定される場合、関連する事業等を総括した全体評価による記載も可とする。

効果、変化を踏まえた今後の方策（改善策を含む）（注２）

○学校開放によるグラウンドの使用等により、休日においても一般住民が利用できる体制を整え、体を動かせる環境を提供する。その際セキュリティ対策についても十分に配慮する。
○肥満、運動不足解消のため、業間運動や教科体育の活用により運動量を確保し、栄養士と連携した食育指導を実施していく。また、職員への研修を通して外遊びの意識を向上させる。
○肥満傾向のある児童生徒については、定期的に身体測定を行い、食生活や運動等の生活習慣について個別指導を行っていく。

傾向には歯止めがかかっていると考える。事業実施から短期間であるため、今後も本事業にて整備した施設・遊具を活用し体力
の向上に努めていきたい。
（４）その他
 　広報誌に掲載し広く広報を行った。（H26年8月号）
　【川俣小学校　主な遊具写真（四連式ブランコ、高鉄棒）】

事業計画推進による効果・変化（注２）

○身体測定の結果、町内小学校における肥満児童の割合を平成25年度と平成27年度で比較したところ、男児17.6％から15.8％と若干減少しているものの女児は14.0％から14.7％に増加した。運動能力調査の結果、8項目中全国平均を上回る項目がいくつ
あるか平成25年度と平成27年度で比較をしたところ、男児は3項目から4項目に、女児は4項目から3項目のため、平均すると肥満傾向には歯止めがかかっていると考える。
○各学校へのヒアリングによると、学校施設の先行除染作業の実施しにより学校敷地内の線量低減化を図ったが、震災前に設置された遊具で遊ばせることを不安に感じている保護者が多かった。遊具の更新により、児童も新しい遊具に興味を持ち、保護者
にも外遊びに対しての意識の変化が見られ、生徒の積極的な遊具活用の現状が見られるようになった。



（様式２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　個別事業等実績評価シート 平成２７年１２月時点

福島県 交付期間 7,373千円

川俣町 実績評価実施時期 A-1-2

1）事業の実施概要

県名 平成25～26年度 交付対象事業費

市町村名 平成27年度 評価対象事業

事業計画に記載した地域の復興における支障を解決するための目標（注１）（注２）

○放射能汚染問題の不安から外での活動が制限されている子どもの運動機会減による体力の減少、肥満傾向の拡大の状況を受け、子どもの運動機会の確保のために遊具更新を行うことにより、充実した外遊び、体力増強と肥満傾向拡大の改善を目標と
する。

【区域全体図】 【事業詳細】
（１）事業概要
　放射能問題への不安払拭や安全・安心な運動機会の確保を図るため川俣町内幼稚園3園について、以下のとおり遊具を更新
する。
　【川俣幼稚園】　6連式ブランコ、ジャングルジム、太鼓橋、鉄棒、はん登棒の更新（撤去・新設）
　【富田幼稚園】4連式ブランコ（2基）、はん登棒、鉄棒の更新（撤去・新設）
　【川俣南幼稚園】4連式ブランコの更新（撤去・新設）
（２）事業の実施状況
　（工事期間）平成26年1月22日～平成26年6月30日　（完成）平成26年6月　（供用時期）平成26年7月　（運営）川俣町
　（利用状況）就園時間内は、園児の外遊びの時間を設けて、遊具活用を図った。また、休園の時は、園庭を開放し、一般住民が
利用できる　体制を整えた。
（３）人口流出及びそれにより生じている地域の振興における支障との関係の評価年度時点での情報を記載
　○町の人口（平成24年10月1日現住人口）　14,860人　　○町の人口（平成27年11月1日現住人口）14,004人
　○町外への避難者数（H24.10時点）　　山木屋地区446人（内18歳以下75人）、自主避難165人（内18歳以下75人）
　○町外への避難者数（H27.11時点）　　山木屋地区484人（内18歳以下62人）、自主避難225人（内18歳以下45人）
　　※山木屋地区避難者数は「避難者照会システム」、自主避難については「全国避難者情報システム」による。
　　原発事故により、山木屋地区から避難している児童生徒は、町内の他校の教室を間借りしての授業が行われており、これまで
とは大きく異なる生活を強いられている。町内スポーツ施設である農村広場は応急仮設住宅が建設されており利用できない状況
にある。各幼稚園の除染作業を実施し線量の低減化を図ったが、震災前に設置された遊具で子どもを遊ばせることに不安や抵
抗を感じる保護者が多く、屋外での運動機会が減少し十分でない状態が続いていたため、本事業にて新たな遊具の設置により、
直接遊具に手を触れる不安を解消し、屋外での活動量を多く確保し、体力の低下・肥満傾向の拡大の改善を図った。しかしなが
ら、身体測定および運動能力調査によると、肥満傾向が続いている。町内すべての小・中学校、幼稚園、保育園で平成23年から
平成24年にかけて屋外での活動を制限していた影響と思われる。ただし、平成25～26年度本事業を実施した結果、肥満児童の

（注１）様式１の２）に掲げた目標のうち、本様式に記載する事業に係るものを記載する。

（注２）様式１の２）に掲げた目標が複数の事業等を一体的に実施することで達成されると想定される場合、関連する事業等を総括した全体評価による記載も可とする。

効果、変化を踏まえた今後の方策（改善策を含む）（注２）

○園庭開放によるグラウンドの使用等により休日においても一般住民が利用できる体制を整え、体を動かせる環境を整える。その際セキュリティ対策についても十分に配慮する。
○幼稚園生活において、外遊びの時間を作るなど、園児への積極的な呼びかけを行い、遊具の活用を図る。また、職員への研修を通して外遊びの意識を向上させる。

平成24年にかけて屋外での活動を制限していた影響と思われる。ただし、平成25～26年度本事業を実施した結果、肥満児童の
割合の結果において平均すると肥満傾向には歯止めがかかっていると考える。事業実施から短期間であるため、今後も本事業
にて整備した施設・遊具を活用し体力の向上に努めていきたい。
（４）その他
　　広報誌に掲載し広く広報を行った。（H26年8月号）
　　【川俣幼稚園
　　主な遊具写真（鉄棒、はん登棒）】

事業計画推進による効果・変化（注２）

○身体測定の結果、未就学児童における肥満児童の割合を平成25年度と平成27年度で比較したところ、男児5.7％から7.5％、女児は0.0％から変わらず、肥満傾向が継続している。
○各幼稚園へのヒアリングによると、公共施設の先行除染作業の実施しにより園内の線量低減化を図ったが、震災前に設置された遊具で遊ばせることを不安に感じている保護者が多かった。遊具の更新により園児も新しい遊具に興味を持ち、保護者にも
外遊びに対しての意識の変化が見られ、幼稚園教諭・園児の積極的な遊具活用の現状が見られるようになった。



（様式２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　個別事業等実績評価シート 平成２７年１２月時点

福島県 交付期間 4,212千円

川俣町 実績評価実施時期 A-1-3

1）事業の実施概要

県名 平成25～26年度 交付対象事業費

市町村名 平成27年度 評価対象事業

事業計画に記載した地域の復興における支障を解決するための目標（注１）（注２）

○放射能汚染問題の不安から外での活動が制限されている子どもの運動機会減による体力の減少、肥満傾向の拡大の状況を受け、子どもの運動機会の確保のために遊具更新を行うことにより、充実した外遊び、体力増強と肥満傾向拡大の改善を目標と
する。

【区域全体図】 【事業詳細】
（１）事業概要
　放射能問題への不安払拭や安全・安心な運動機会の確保を図るため川俣町内保育園1園について、以下のとおり遊具を更新
する。
　【すみよし保育園】
　ジャングルジム、親子滑り台、六角形ジム

（２）事業の実施状況
  　（工事期間）平成26年1月22日～平成26年6月30日　（完成）平成26年6月　（供用時期）平成26年7月　（運営）川俣町
　　（利用状況）園児が午前中の外遊びの時間及び昼食後の自由遊びの時間に利用している。
（３）人口流出及びそれにより生じている地域の振興における支障との関係の評価年度時点での情報を記載
○町の人口（平成24年10月1日現住人口）14,860人　　○町の人口（平成27年11月1日現住人口）14,004人
○町外への避難者数（H24.10時点）　　山木屋地区446人（内18歳以下75人、自主避難165人（内18歳以下75人）
○町外への避難者数（H27.11時点）　　山木屋地区484人（内18歳以下62人）、自主避難225人（内18歳以下45人）
※山木屋地区避難者数は「避難者照会システム」、自主避難については「全国避難者情報システム」による。

　原発事故により、町内スポーツ施設である農村広場は応急仮設住宅が建設されており利用できない状況にある。保育園の除染
作業を実施し線量の低減化を図ったが、震災前に設置された遊具で子どもを遊ばせることに不安や抵抗を感じる保護者が多く、
屋外での運動機会が減少し十分でない状態が続いていたため、本事業にて新たな遊具の設置により、直接遊具に手を触れる不
安を解消し、屋外での活動量を多く確保し、体力の低下・肥満傾向の拡大の改善を図った。しかしながら、身体測定によると、肥満
傾向が続いている。町内すべての小・中学校、幼稚園、保育園で平成23年から平成24年にかけて屋外での活動を制限していた影
響と思われる。ただし、平成25～26年度本事業を実施した結果、肥満児童の割合、体力テストの結果において平均すると肥満傾
向には歯止めがかかっていると考える。事業実施から短期間であるため、今後も本事業にて整備した施設・遊具を活用し体力の

（注１）様式１の２）に掲げた目標のうち、本様式に記載する事業に係るものを記載する。

（注２）様式１の２）に掲げた目標が複数の事業等を一体的に実施することで達成されると想定される場合、関連する事業等を総括した全体評価による記載も可とする。

効果、変化を踏まえた今後の方策（改善策を含む）（注２）

○自由遊びで遊具を利用するだけでなく、保育士が遊具に対しての知識を高めてもらい、より体力向上に効果的な遊び方を園児に教えられるような体制を整えていく。

向には歯止めがかかっていると考える。事業実施から短期間であるため、今後も本事業にて整備した施設・遊具を活用し体力の
向上に努めていきたい。

（４）その他
　広報誌に掲載し広く広報を行った。（H26年8月号）

事業計画推進による効果・変化（注２）

○身体測定の結果、未就学児童における肥満児童の割合を平成25年度と平成27年度で比較したところ、男児5.7％から7.5％、女児は0.0％から変わらず、肥満傾向が継続している。
○保育園へのヒアリングによると、遊具を更新したことにより、保育時間内の自由遊びの時間には、遊具で遊びたいという園児が多くなり、外遊びの時間が増えた。遊具を利用した外遊びの時間が増えたことにより、園児の体力が向上した。



（様式２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　個別事業等実績評価シート 平成２７年１２月時点

福島県 交付期間 9,064千円

川俣町 実績評価実施時期 A-1-4

1）事業の実施概要

事業計画に記載した地域の復興における支障を解決するための目標（注１）（注２）

○放射能汚染問題の不安から外での活動が制限されている子どもの運動機会減による体力の減少、肥満傾向の拡大の状況を受け、子どもの運動機会の確保のために遊具更新を行うことにより、充実した外遊び、体力増強と肥満傾向拡大の改善を目標と
する。

【区域全体図】 【事業詳細】
（１）事業概要
　放射能問題への不安払拭や安全・安心な運動機会の確保を図るため川俣中央公園について、以下のとおり遊具を更新する。
【川俣町中央公園】
ジャングルジム　1基、滑り台　1基、ドーム型遊具　1基、二連ブランコ　1基、ブランコ安全柵　1基、スプリング遊具　2基
（２）事業の実施状況
　（工事期間）平成26年2月5日～平成26年6月30日　（完成）平成26年6月　（供用時期）平成26年7月　（運営）川俣町
　（利用状況）公園を利用する子ども達が利用。
（３）人口流出及びそれにより生じている地域の振興における支障との関係の評価年度時点での情報を記載
○町の人口（平成24年10月1日現住人口）　14,860人　　○町の人口（平成27年11月1日現住人口）　14,004人
○町外への避難者数（H24.10時点）　　山木屋地区446人（内18歳以下75人）、自主避難165人（内18歳以下75人）
○町外への避難者数（H27.11時点）　　山木屋地区484人（内18歳以下62人）、自主避難225人（内18歳以下45人）
※山木屋地区避難者数は「避難者照会システム」、自主避難については「全国避難者情報システム」による。
　原発事故により、山木屋地区から避難している児童生徒は、町内の他校の教室を間借りしての授業が行われており、これまでと
は大きく異なる生活を強いられている。町内スポーツ施設である農村広場は応急仮設住宅が建設されており利用できない状況に
ある。各小学校、幼稚園、保育園、公園の除染作業を実施し線量の低減化を図ったが、震災前に設置された遊具で子どもを遊ば
せることに不安や抵抗を感じる保護者が多く、屋外での運動機会が減少し十分でない状態が続いていたため、本事業にて新たな
遊具の設置により、直接遊具に手を触れる不安を解消し、屋外での活動量を多く確保し、体力の低下・肥満傾向の拡大の改善を
図った。しかしながら、身体測定および運動能力調査によると、肥満傾向が続いている。町内すべての小・中学校、幼稚園、保育
園で平成23年から平成24年にかけて屋外での活動を制限していた影響と思われる。ただし、平成25～26年度本事業を実施した
結果、肥満児童の割合、体力テストの結果において平均すると肥満傾向には歯止めがかかっていると考える。事業実施から短期
間であるため、今後も本事業にて整備した施設・遊具を活用し体力の向上に努めていきたい。
（４）その他
　【川俣町中央公園　主な遊具写真（ジャングルジム、ドーム型遊具）】

県名 平成25～26年度 交付対象事業費

市町村名 平成27年度 評価対象事業

川俣町中央公園遊具更新箇所位置図

（注１）様式１の２）に掲げた目標のうち、本様式に記載する事業に係るものを記載する。

（注２）様式１の２）に掲げた目標が複数の事業等を一体的に実施することで達成されると想定される場合、関連する事業等を総括した全体評価による記載も可とする。

効果、変化を踏まえた今後の方策（改善策を含む）（注２）

○子どもたちが屋外で活動するためには、遊具更新のみならず、草刈・剪定・放射線量の測定など、公園全体の原発事故への不安払拭への対策が求められているため、公園環境の整備に努め、本事業の周知を行うことにより、公園の利用者増加につなげ
ていきたい。

　【川俣町中央公園　主な遊具写真（ジャングルジム、ドーム型遊具）】

事業計画推進による効果・変化（注２）

○身体測定の結果、町内小学校における肥満児童の割合を平成25年度と平成27年度で比較したところ、男児17.6％から15.8％と若干減少しているものの女児は14.0％から14.7％に増加した。運動能力調査の結果、8項目中全国平均を上回る項目がいくつ
あるか平成25年度と平成27年度で比較をしたところ、男児は3項目から4項目に、女児は4項目から3項目のため、平均すると肥満傾向には歯止めがかかっていると考える。
○身体測定の結果、未就学児童における肥満児童の割合を平成25年度と平成27年度で比較したところ、男児5.7％から7.5％、女児は0.0％から変わらず、肥満傾向が継続している。
○公園管理課へのヒアリングから、公園内の遊具更新を行ったことにより、外遊びへの抵抗を少しでも軽減させ、屋外活動時間の向上につながった。

中央公園



（様式２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　個別事業等実績評価シート 平成２７年１２月時点

（注１）様式１の２）に掲げた目標のうち、本様式に記載する事業に係るものを記載する。

（注２）様式１の２）に掲げた目標が複数の事業等を一体的に実施することで達成されると想定される場合、関連する事業等を総括した全体評価による記載も可とする。

効果、変化を踏まえた今後の方策（改善策を含む）（注２）

○子どもたちが屋外で活動するためには、遊具更新のみならず、放射線量の測定など、公営住宅内の原発事故への不安払拭への対策が求められているため、住宅環境の整備に努め、本事業の周知を行うことにより、住宅内の利用者増加につなげていき
たい。

事業計画推進による効果・変化（注２）

○身体測定の結果、町内小学校における肥満児童の割合を平成25年度と平成27年度で比較したところ、男児17.6％から15.8％と若干減少しているものの女児は14.0％から14.7％に増加した。運動能力調査の結果、8項目中全国平均を上回る項目がいくつあ
るか平成25年度と平成27年度で比較をしたところ、男児は3項目から4項目に、女児は4項目から3項目のため、平均すると肥満傾向には歯止めがかかっていると考える。
○住宅管理課へのヒアリングから、公営住宅内の遊具更新を行ったことにより、外遊びへの抵抗を少しでも軽減させ、屋外活動時間の向上につながった。



（様式２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　個別事業等実績評価シート 平成２７年１２月時点

福島県 交付期間 7,020千円

川俣町 実績評価実施時期 A-1-6

1）事業の実施概要

事業計画に記載した地域の復興における支障を解決するための目標（注１）（注２）

○放射能汚染問題の不安から外での活動が制限されている子どもの運動機会減による体力の減少、肥満傾向の拡大の状況を受け、子どもの運動機会の確保のために遊具更新を行うことにより、充実した外遊び、体力増強と肥満傾向拡大の改善を目標と
する。

【区域全体図】 【事業詳細】
（１）事業概要
　放射能問題への不安払拭や安全・安心な運動機会の確保を図るため各地区公園について、以下のとおり遊具を更新する。
　【松ノ口こども遊び場】　鉄棒　1基、ブランコ　1基
　【川俣児童遊園】鉄棒　1基、シーソー　1基、ブランコ　1基、球型ジャングルジム　1基
（２）事業の実施状況
　【松ノ口こども遊び場】、【川俣児童遊園】両施設
　（工事期間）平成26年3月3日～平成26年7月31日　（完成）平成26年7月　（供用時期）平成26年8月　（運営）川俣町
　（利用状況）川俣南小学校・川俣南幼稚園の児童・園児や子育て世代が主に利用。
（３）人口流出及びそれにより生じている地域の振興における支障との関係の評価年度時点での情報を記載
○町の人口（平成24年10月1日現住人口）14,860人　　○町の人口（平成27年11月1日現住人口）14,004人
○町外への避難者数（H24.10時点）　　山木屋地区446人（内18歳以下75人）、自主避難165人（内18歳以下75人）
○町外への避難者数（H27.11時点）　　山木屋地区484人（内18歳以下62人）、自主避難225人（内18歳以下45人）
※山木屋地区避難者数は「避難者照会システム」、自主避難については「全国避難者情報システム」による。
　　原発事故により、山木屋地区から避難している児童生徒は、町内の他校の教室を間借りしての授業が行われており、これまで
とは大きく異なる生活を強いられている。町内スポーツ施設である農村広場は応急仮設住宅が建設されており利用できない状況
にある。各学校、幼稚園、保育園、公園の除染作業を実施し線量の低減化を図ったが、震災前に設置された遊具で子どもを遊ば
せることに不安や抵抗を感じる保護者が多く、屋外での運動機会が減少し十分でない状態が続いていたため、本事業にて新たな
遊具の設置により、直接遊具に手を触れる不安を解消し、屋外での活動量を多く確保し、体力の低下・肥満傾向の拡大の改善を
図った。しかしながら、身体測定および運動能力調査によると、肥満傾向が続いている。町内すべての小・中学校、幼稚園、保育
園で平成23年から平成24年にかけて屋外での活動を制限していた影響と思われる。ただし、平成25～26年度本事業を実施した
結果、肥満児童の割合、体力テストの結果において平均すると肥満傾向には歯止めがかかっていると考える。事業実施から短期
間であるため、今後も本事業にて整備した施設・遊具を活用し体力の向上に努めていきたい。

県名 平成25～26年度 交付対象事業費

市町村名 平成27年度 評価対象事業

（注１）様式１の２）に掲げた目標のうち、本様式に記載する事業に係るものを記載する。

（注２）様式１の２）に掲げた目標が複数の事業等を一体的に実施することで達成されると想定される場合、関連する事業等を総括した全体評価による記載も可とする。

効果、変化を踏まえた今後の方策（改善策を含む）（注２）

○こども遊び場・児童遊園の利用を、子育て世代だけでなく、孫のいる高齢者世代にも孫と一緒に利用してもらえるよう、行政区を通して紙面等で広く利用を呼び掛ける。

（４）その他
【川俣児童遊園　主な遊具写真（シーソー、ジャングルジム）】

事業計画推進による効果・変化（注２）

○身体測定の結果、町内小学校における肥満児童の割合を平成25年度と平成27年度で比較したところ、男児17.6％から15.8％と若干減少しているものの女児は14.0％から14.7％に増加した。運動能力調査の結果、8項目中全国平均を上回る項目がいくつ
あるか平成25年度と平成27年度で比較をしたところ、男児は3項目から4項目に、女児は4項目から3項目のため、平均すると肥満傾向には歯止めがかかっていると考える。
○身体測定の結果、未就学児童における肥満児童の割合を平成25年度と平成27年度で比較したところ、男児5.7％から7.5％、女児は0.0％から変わらず、肥満傾向が継続している。
○遊具の管理課へのヒアリングによると、放射能汚染による不安で、外での活動に不安に思っていた子育て世代の住人に対して、除染が完了した子ども遊び場・児童遊園に、更新した遊具を設置したことで、安心した環境を提供できるようになった。



（様式２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　個別事業等実績評価シート 平成２７年１２月時点

福島県 交付期間 26,802千円

川俣町 実績評価実施時期 A-1-7

1）事業の実施概要

県名 平成25～26年度 交付対象事業費

市町村名 平成27年度 評価対象事業

事業計画に記載した地域の復興における支障を解決するための目標（注１）（注２）

○放射能汚染問題の不安から外での活動が制限されている子どもの運動機会減による体力の減少、肥満傾向の拡大の状況を受け、子どもの運動機会の確保のために遊具更新を行うことにより、充実した外遊び、体力増強と肥満傾向拡大の改善を目標と
する。

【区域全体図】 【事業詳細】
（１）事業概要
　放射能問題への不安払拭や安全・安心な運動機会の確保を図るため町体育館等について、以下のとおり遊具を更新する。
　【川俣町体育館】　滑り台　1基
　【おじまふるさと交流館】ジャングルジム付き滑り台　1基、　3連鉄棒　2基、二連シーソー　1基、10人用上り棒　1基、山型うんて
い　1基、4連式ブランコ　1基、8連鉄棒　1基
　【羽山の森美術館】ジャングルジム付き滑り台　1基、　5連鉄棒　1基、4連鉄棒　1基、20人用上り棒　1基、山型うんてい　1基、二
連式ブランコ　1基
　【小綱木公民館】ジャングルジム付き滑り台　1基、　5連低鉄棒　1基、4連式ブランコ　1基、二連式シーソー　1基、水平うんてい
1基
（２）事業の実施状況
　（工事期間）川俣町体育館：平成26年3月3日～平成26年7月14日
　（工事期間）おじまふるさと交流館、羽山の森美術館、小綱木公民館：平成26年3月3日～平成26年7月31日
　（完成）平成26年7月　（供用時期）平成26年8月　（運営）川俣町
　（利用状況）それぞれの施設は、県道、国道に接したアクセスの良い場所に設置されており、常時施設を開放し、一般住民が利
用できる状況になっている。
（３）人口流出及びそれにより生じている地域の振興における支障との関係の評価年度時点での情報を記載
○町の人口（平成24年10月1日現住人口）14,860人　　○町の人口（平成27年11月1日現住人口）14,004人
○町外への避難者数（H24.10時点）　　山木屋地区446人（内18歳以下75人）、自主避難165人（内18歳以下75人）
○町外への避難者数（H27.11時点）　　山木屋地区484人（内18歳以下62人）、自主避難225人（内18歳以下45人）
※山木屋地区避難者数は「避難者照会システム」、自主避難については「全国避難者情報システム」による。
　　原発事故により、山木屋地区から避難している児童生徒は、町内の他校の教室を間借りしての授業が行われており、これまで
とは大きく異なる生活を強いられている。町内スポーツ施設である農村広場は応急仮設住宅が建設されており利用できない状況
にある。各学校、幼稚園、保育園、公園、各公民館等の除染作業を実施し線量の低減化を図ったが、震災前に設置された遊具で

（注１）様式１の２）に掲げた目標のうち、本様式に記載する事業に係るものを記載する。

（注２）様式１の２）に掲げた目標が複数の事業等を一体的に実施することで達成されると想定される場合、関連する事業等を総括した全体評価による記載も可とする。

効果、変化を踏まえた今後の方策（改善策を含む）（注２）

○川俣町体育館におけるスポーツ行事、おじまふるさと交流館における体験活動、羽山の森美術館で実施されている放課後子ども教室及び、小綱木公民館における講座・事業において、外遊びを取り入れ、児童等への積極的な呼びかけを行い、遊具の活
用を図る。

にある。各学校、幼稚園、保育園、公園、各公民館等の除染作業を実施し線量の低減化を図ったが、震災前に設置された遊具で
子どもを遊ばせることに不安や抵抗を感じる保護者が多く、屋外での運動機会が減少し十分でない状態が続いていたため、本事
業にて新たな遊具の設置により、直接遊具に手を触れる不安を解消し、屋外での活動量を多く確保し、体力の低下・肥満傾向の
拡大の改善を図った。しかしながら、身体測定および運動能力調査によると、肥満傾向が続いている。町内すべての小・中学校、
幼稚園、保育園で平成23年から平成24年にかけて屋外での活動を制限していた影響と思われる。ただし、平成25～26年度本事
業を実施した結果、肥満児童の割合、体力テストの結果において平均すると肥満傾向には歯止めがかかっていると考える。事業
実施から短期間であるため、今後も本事業にて整備した施設・遊具を活用し体力の向上に努めていきたい。
（４）その他
　広報誌に掲載し広く広報を行った。（H26年8月号）
　【おじまふるさと交流館　主な遊具写真
　（ジャングルジム付き滑り台、山型うんてい）】

事業計画推進による効果・変化（注２）

○身体測定の結果、町内小学校における肥満児童の割合を平成25年度と平成27年度で比較したところ、男児17.6％から15.8％と若干減少しているものの女児は14.0％から14.7％に増加した。運動能力調査の結果、8項目中全国平均を上回る項目がいくつ
あるか平成25年度と平成27年度で比較をしたところ、男児は3項目から4項目に、女児は4項目から3項目のため、平均すると肥満傾向には歯止めがかかっていると考える。
○公共施設の先行除染作業の実施により施設内の線量低減化を図ったが、震災前に設置された遊具で遊ばせることを不安に感じている保護者が多かった。遊具の更新により外遊びに対しての意識の変化が見られ、町民の積極的な遊具活用の現状が見ら
れるようになった。



（様式２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　個別事業等実績評価シート 平成２７年１２月時点

福島県 交付期間 7,992千円

川俣町 実績評価実施時期 A-1-8

1）事業の実施概要

県名 平成26年度 交付対象事業費

市町村名 平成27年度 評価対象事業

事業計画に記載した地域の復興における支障を解決するための目標（注１）（注２）

○放射能汚染問題の不安から外での活動が制限されている子どもの運動機会減による体力の減少、肥満傾向の拡大の状況を受け、子どもの運動機会の確保のために遊具更新を行うことにより、充実した外遊び、体力増強と肥満傾向拡大の改善を目標と
する。

【区域全体図】 【事業詳細】
（１）事業概要
　放射能問題への不安払拭や安全・安心な運動機会の確保を図るため放課後児童保育施設わいわいクラブについて、以下のと
おり遊具を更新する。
　【放課後児童保育施設わいわいクラブ】　雲梯　1基、バスケットボールゴール　1基、スペースジム　1基
（２）事業の実施状況
　（工事期間）平成26年9月25日～平成26年11月27日　（完成）平成26年11月　（供用時期）平成26年12月　（運営）川俣町
　（月平均利用者数）818人　（利用状況）放課後児童保育施設を利用している児童が遊具を利用している。特に長期休業中（夏休
み、冬休み、春休み）や学校の繰替休業日などは、施設で過ごす時間が長いため、外で遊ぶ時間も多くなり、遊具を利用すること
で運動機会の確保が図られている。
（３）人口流出及びそれにより生じている地域の振興における支障との関係の評価年度時点での情報を記載
○町の人口（平成24年10月1日現住人口）　14,860人　　○町の人口（平成27年11月1日現住人口）　14,004人
○町外への避難者数（H24.10時点）　　山木屋地区446人（内18歳以下75人）、自主避難165人（内18歳以下75人）
○町外への避難者数（H27.11時点）　　山木屋地区484人（内18歳以下62人）、自主避難225人（内18歳以下45人）
※山木屋地区避難者数は「避難者照会システム」、自主避難については「全国避難者情報システム」による。
　　原発事故により、山木屋地区から避難している児童生徒は、町内の他校の教室を間借りしての授業が行われており、これまで
とは大きく異なる生活を強いられている。町内スポーツ施設である農村広場は応急仮設住宅が建設されており利用できない状況
にある。各学校、幼稚園、保育園、公園、各公民館等の除染作業を実施し線量の低減化を図ったが、震災前に設置された遊具で
子どもを遊ばせることに不安や抵抗を感じる保護者が多く、屋外での運動機会が減少し十分でない状態が続いていたため、本事
業にて新たな遊具の設置により、直接遊具に手を触れる不安を解消し、屋外での活動量を多く確保し、体力の低下・肥満傾向の
拡大の改善を図った。しかしながら、身体測定および運動能力調査によると、肥満傾向が続いている。町内すべての小・中学校、
幼稚園、保育園で平成23年から平成24年にかけて屋外での活動を制限していた影響と思われる。ただし、平成26年度本事業を
実施した結果、肥満児童の割合、体力テストの結果において平均すると肥満傾向には歯止めがかかっていると考える。事業実施
から短期間であるため、今後も本事業にて整備した施設・遊具を活用し体力の向上に努めていきたい。

（注１）様式１の２）に掲げた目標のうち、本様式に記載する事業に係るものを記載する。

（注２）様式１の２）に掲げた目標が複数の事業等を一体的に実施することで達成されると想定される場合、関連する事業等を総括した全体評価による記載も可とする。

効果、変化を踏まえた今後の方策（改善策を含む）（注２）

○放課後児童保育施設では、学年を越えたつながりもあるため、中高学年が低学年に遊具の遊び方を教え、一緒に遊ぶことで更なる体力の向上につながるよう、指導員などに働きかけていく。
○引き続き、広報やHP、および、幼稚園、保育園を通じて就学前児童に施設の周知と利用を呼び掛けていく。

から短期間であるため、今後も本事業にて整備した施設・遊具を活用し体力の向上に努めていきたい。
（４）その他
【放課後児童保育施設わいわいクラブ　主な遊具写真（スペースジム、雲梯）】

事業計画推進による効果・変化（注２）

○身体測定の結果、町内小学校における肥満児童の割合を平成25年度と平成27年度で比較したところ、男児17.6％から15.8％と若干減少しているものの女児は14.0％から14.7％に増加した。運動能力調査の結果、8項目中全国平均を上回る項目がいくつ
あるか平成25年度と平成27年度で比較をしたところ、男児は3項目から4項目に、女児は4項目から3項目のため、平均すると肥満傾向には歯止めがかかっていると考える。
○遊具が更新されたことにより、児童の外遊びの時間が増えた。特に長期休業中や学校の繰替休業日などは、施設で過ごす時間が長いため、施設内だけでは十分な運動機会の確保が図られなかったが、遊具更新により、外で遊ぶ時間も多くなり、児童の
体力の向上やストレスの解消にもつながった。


